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地方都市における公的不動産（ＰＲＥ）活用事例について

第２回 不動産証券化手法等による不動産活用に関する検討会 資料

証券部
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１．地方都市における不動産事業の方向性とＰＲＥ活用事例

2
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地域の活性化のための不動産再生事業の成立要件と方向性
～ 「地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備について」より～
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類型１：中心市街地活性化事業
・収益の安定した老朽ビルのリノベーション （コンバージョン）事業
・商店街再生事業

類型２：安定した需要の見込める事業
・堅調な需要が見込める賃貸マンション ・社宅 ・大学に隣接する大学寮
・地域医療施設 ・高齢者医療・福祉施設（サ高住など） ・日用小売店など

類型３：ＰＰＰ（官民連携事業）・ＰＲＥ（公的不動産の有効活用）事業

（１）土地コストの抑制による投資採算性の改善

（２）安定需要を踏まえた用途設定

（３）ノンリコースローンの必要性と課題

（１）不動産再生事業の成立要件

・・・①土地コストの抑制による投資採算性の改善 など

（２）不動産再生事業の成立要件を導くための仕掛け

とノウハウ

１．不動産再生事業の成立要件 ２．不動産再生事業のポイント

◆方向性：収益的に安定している事業

（出所）日本経済研究所日本不動産研究所不動産証券化協会「地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備について」よりみずほ銀行作成
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ＰＲＥ戦略とは
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公的不動産（PRE）の規模

 PRE戦略とは、公的不動産について、公共・公益的な目的を踏まえつつ、経済の活性化及び財政健全化を念
頭に、適切で効率的な管理、運営を推進していこうとする考え方

我が国の不動産の約2,400兆円のうち、国・地方公共団体が所有している不動産（公的不動産（Public Real 
Estate：PRE））は約570兆円（全体の約24%相当）存在。このうち地方公共団体が所有する不動産は約420兆円
となっており、公的不動産の70%以上を占める

（出所）国土交通省資料よりみずほ銀行作成
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企業不動産（ＣＲＥ）と公的不動産（ＰＲＥ）の比較
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企業不動産（ＣＲＥ） 公的不動産（ＰＲＥ）

戦略の目的

個別の
不動産取引

企業価値向上の観点から、経営
戦略的視点に立って見直しを行い、
不動産投資の効率化を最大限向
上させていこうとする考え方

公共・公益的な目的を踏まえつつ、経済の活性化及び
財政健全化を念頭に、適切で効率的な管理、運用を推
進していこうとする考え方

保有（継続）
売却
賃貸借
セール＆リースバック
不動産証券化
など

PRE戦略と不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ活用が合致する場合（例）

・不動産の価値を利用して財政負担を軽減する効
果がある場合

・都市機能の集約等により周辺地域を含めた不動
産の価値を向上させる効果がある場合
・
・
・ 官民連携の取組みにより､地域の活力（すなわ
ち不動産の価値）を高めるという発想も

達成すべき
目標

ROA・ROEの向上 公共施設の老朽化対策、財政健全化
地域活性化（まちづくり、観光戦略 etc） など
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公的不動産（PRE）の利活用類型（イメージ図）
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 公的不動産の利活用における土地建物の保有関係を簡単に図解すると、以下のような類型が想定される

１
類
型

２
類
型

３
類
型

４
類
型

５
類
型

６
類
型



Copyright (c) Mizuho Bank, Ltd. All Rights Reserved. 

参考事例について
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N
o 所在地 事業名称

不動産
証券化

利活用
類型（※1）

収益安定事業 類型（※2）

1
中心市街地
活性化

2
安定需要

3
ＰＰＰ・
ＰＲＥ

1 仙台市 仙台共同ビル建替事業（仙台ファーストタワー） ● ５類型 ◎ - ○

2 広島市 広島ロジスティックセンター整備事業 ● ４類型 - ◎ ◎

3 宮崎市 宮崎駅西口拠点施設整備事業 ● ６類型 ◎ - ◎

4 飯田市 飯田市橋南第二地区第一種市街地再開発事業 ● ５類型 ◎ - ◎

5 福岡市 中央児童館等建替え整備事業 - ２類型 ◎ - ◎

6 岡山市 岡山中央南（旧深柢）小学校跡地活用事業 - ２類型 ◎ ◎ ◎

7 佐世保市 栄・常盤地区第一種市街地再開発事業 - ６類型 ◎ ◎ ◎

8 紫波町 オガールプラザ整備事業 - ６類型 ◎ ◎ ◎

（出所）各種資料よりみずほ銀行まとめ

（※1）「公的不動産（PRE）の利活用類型（イメージ図）」（P6）参照
（※2）「地域の活性化のための不動産再生事業の成立要件と方向性～「地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備について」より～」（Ｐ3）参照
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＜参考事例１＞ 政令指定都市 複合機能施設整備による中心市街地再開発
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 都市再生特別地区指定による土地の高度利用により、都市機能を更新する事例
 民間事業者が「パブリックスペース」（都市貢献施設）たる「歩道上空地」、「屋上広場」、「アトリウム」を、業務・商業等の複合施設の
整備と同時に一体開発

事業名：仙台共同ビル建替事業（仙台ファーストタワー）

都市名／人口 宮城県仙台市／107万人（平成27年6月）

所在地 青葉区一番町3-1-1

地方公共団体 仙台市

民間事業者 ヒューリック㈱及び日本土地建物㈱

SPV 仙台一番町開発特定目的会社

敷地面積 2,436㎡

施設概要

■公共施設：歩道上空地、アトリウム、屋上庭園
■民間施設：オフィス棟

（鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造、
地上24階、地下2階、塔屋2階
延床面積29,300㎡）

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■都市再生特別地区指定を受け、パブリックス
ペース設置により容積率を緩和、市のランド
マークとして賑わいを創出

【ファイナンス面】
■ 開発型不動産証券化スキームの活用
■ MINTO機構「まち再生出資業務」の活用

【施設概観】

【スキーム図】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」 等よりみずほ銀行作成
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＜参考事例２＞ 県 不動産証券化を前提とした物流拠点整備
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 自治体の土地を不動産証券化を前提に民間事業者に売却、民間事業者は土地建物を信託受益権化し、上場J-REIT（投資法人）
に売却した事例

 自治体は土地売却収入を得られると共に、民間事業者は施設継続利用及び施設に係るオフバランスニーズを実現

事業名：広島ロジスティックセンター整備事業

都市名／人口 広島県広島市／119.1万人（平成27年9月）

所在地 佐伯区五日市港三丁目22番

地方公共団体 広島県

民間事業者 ㈱ムロオ

SPV 産業ファンド投資法人

敷地面積 16,922㎡

建物

■ロジスティックセンター
建物① 倉庫：鉄骨造３階建て
（延床面積：22,539㎡）
建物② 事務所：軽量鉄骨造り平屋建て
（延床面積：228㎡）

金額 3,540百万円（不動産信託受益権）

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■ ㈱ムロオは県有地上に工事中の施設を保有、
県は当社に県有地を売却

■ 当社は産業ファンド投資法人との間で期間15
年の定期建物賃貸借契約を締結、ロジス
ティックセンター施設を賃借

【ファイナンス面】
■不動産証券化スキーム（J-REIT）の活用

【施設外観】

【事業スキーム】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」等よりみずほ銀行作成

【不動産証券化スキーム】
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＜参考事例３＞ 中核市 駅前地域の民間活力を活用したまちづくり

10

 自治体が駅隣接保有地を民間事業者に賃貸し、公共交通の結節点及び複合施設を整備する事例
 本事業を通じ、自治体は事業用定期借地権に基づく賃料収入を得られると共に、利用者の利便性が大幅に向上する公共交通結節
点整備を実現。地元商工会議所が主導したコンソーシアムにより、地元経済の活性化に配慮された開発を実現

事業名：宮崎駅西口拠点施設整備事業

都市名／人口 宮崎県宮崎市／40.5万人（平成27年9月）

所在地 錦町

地方公共団体 宮崎県及び宮崎市

民間事業者 商工会議所グループ

SPV 宮崎グリーンスフィア特定目的会社

敷地面積 約10,570 ㎡（県有地：約6,200 ㎡、市有地：約4,370 ㎡）

建物

■公共施設： バスターミナル、待合所・観光
案内施設・市営駐輪場、広場

■民間施設： 宮崎ｸﾞﾘｰﾝｽﾌｨｱ壱番館（通称：
KITEN） 8-14F：JR 九州ホテル
宮崎 4-7F：オフィス 1-3F：立体
駐車場、駐輪場等

地代 【県】約2,550万円/年、【市】約1,379万円/年

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■県及び市所有地に民間事業者のための事業
用定期借地権（賃貸借期間20 年）を設定

■民間事業者は、土地上に施設建設、所有
【ファイナンス面】
■ 開発型不動産証券化スキームの活用
■ MINTO機構「まち再生出資業務」の活用

【施設概観】

【スキーム図】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」等よりみずほ銀行作成
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＜参考事例４＞ 地方都市 官民連携施設整備を通じた中心市街地活性化

11

 地方都市中心市街地において、官民連携事業による複合施設整備を行った事例
 本件事業によって整備された複合ビルは、地元金融機関、地域人形劇場、住宅等の施設で構成、中心市街地活性化に寄与

事業名：飯田市橋南第二地区第一種市街地再開発事業

都市名／人口 長野県飯田市／10.4万人（平成27年9月）

所在地 本町一丁目、通り町一丁目、銀座三丁目

民間事業者 飯田市橋南第二地区市街地再開発組合

地方公共団体 飯田市

SPV 特定目的会社IMC第2

敷地面積 4,145㎡

建物

■公共施設：飯田市川本喜八郎人形美術館
（延床面積2,200㎡）

■民間施設：飯田信用金庫本店（延床面積
9,275㎡）店舗、業務施設、分譲住
宅（29戸）及び地下駐車場

事業総額 約76億円

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■飯田市は株式会社飯田まちづくりカンパニー
に対して出資を行い、民間と協力して第一種
市街地再開発事業を推進

【ファイナンス面】
■不動産証券化スキームの活用
■MINTO機構「まち再生出資」の活用

【施設概観等】

【スキーム図】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」等よりみずほ銀行作成
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＜参考事例５＞ 政令指定都市 中央児童館等建替え整備事業
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 公共施設（児童会館）の建替えにあたり、官民複合施設を整備する事例（平成28年度前半に供用開始予定）
 公共施設と合わせた民間施設の企画・誘致、民間事業者の提案によるイベントの開催等による地域経済の活性化、地場企業の参
画等による地域経済の活性化を見込む

事業名：中央児童会館等建替え整備事業

都市名／人口 福岡県福岡市／152.8万人（平成27年6月）

所在地 中央区今泉一丁目139番地1

民間事業者 福岡中央児童会館等建替え整備事業株式会社

敷地面積 1,131.85㎡

施設概要

■公共施設：中央児童会館、NPO・ボランティア
交流センター 約2,250㎡（専有）

■民間施設：カフェ・レストラン、物販店舗等
（想定） 約1,770㎡（専有）

■共用施設：エレベーター、階段、廊下等
約1,020㎡

事業面の特徴

■ 市は公有地に定期借地権を設定、民間事業
者が官民複合施設を建設。市は公共施設部
分（中央児童会館及びNPO・交流ボランティ
アセンター）を賃借

■公共施設と合わせた民間施設の企画・誘致、
民間事業者の提案によるイベントの開催等に
よる地域経済の活性化、地場企業の参画等

【外観】

【事業スキーム図】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」等よりみずほ銀行作成

【施設配置イメージ】
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 小学校跡地において、民間病院が新規施設建設を行う事例（開業は平成28年8月以降となる見込）
 本事業を通じ、市は事業用定期借地権に基づく賃料収入を得られると共に、空洞化していた市内中心部において民間医療サービ
スの提供を実現

事業名：岡山中央南（旧深柢）小学校跡地活用事業

都市名／人口 岡山県岡山市／70.6万人（平成27年5月）

所在地 北区中山下二丁目6番一号

地方公共団体 岡山市

民間事業者 学校法人 川崎学園

敷地面積 約12,080㎡

建物
川崎医科大学附属川崎病院 新病院
RC造＋S造 免震構造 地下2階 地上15階 704床

事業金額 事業金額約250億円（施設建設費総額）

地代 年間43百万円（3年毎に料金改定）

事業面の特徴

■ 岡山中央南（旧深柢）小学校跡地に事業用
定期借地権（45年間）を設定した上で、民間
事業として同地に施設を建設

■ 跡地利用方法に関し、手間を惜しまない意見
交換を実施。岡山市ウェブサイトを中心に都
度状況等を市民に伝え、オープンな場での意
見を醸成

【外観】

【周辺の状況】

（出所）国土交通省「公的不動産（PRE）の活用事例集」等よりみずほ銀行作成

＜参考事例６＞ 政令指定都市 小学校跡地活用事業
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＜参考事例７＞ 中核市 複数の複合機能施設整備による商店街再開発
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 従前の権利を４街区に集約・再編、新たな都市機能を付加した商店街再開発事例
 アーケード街に面した４街区ともに１階に商業店舗を配し界隈性の連続を確保。ドラッグストア等を誘致し都市生活者の利便性を向
上。公共公益施設に福祉活動プラザ、中央公民館と子ども発達センターが開設。地方都市商店街の機能更新モデル

事業名： 栄・常盤地区第一種市街地再開発事業

都市名／人口 長崎県佐世保市／25.3万人（平成27年6月）

所在地 栄町46番地、常盤町3番地他

地方公共団体 佐世保市

施行者 栄・常盤地区市街地再開発組合

地区面積 6153.23㎡

施設概要

■常盤北街区：商業、中央公民館、駐車場、
集合住宅

■常盤南街区：駐車場・公民館・商業、こども
発達センター、駐車場

■栄北街区 ：商業、クリニック、福祉施設
■栄南街区 ：商業、福祉活動ﾌﾟﾗｻﾞ・中央

公民館、集合住宅

事業費 約106億円（再開発組合公表金額）

出資会社等 サンクル佐世保株式会社

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■ アーケード街に適した4街区共通の店舗配置
■ 公共施設誘致による賑わいの創出
【ファイナンス面】
■MINTO機構「まち再生出資業務」の活用

【施設配置等イメージ】

【概要図】

（出所）佐世保市資料及び民間都市開発推進機構資料等よりみずほ銀行作成
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＜参考事例８＞ 地方都市 駅前未利用地を活用した複合機能施設整備
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 長期間未利用の駅前町有地に官民複合施設を整備した事例
 公民連携による駅前地域の街並み整備及び賑わい創出を通じ、不動産価値上昇等の経済効果を実現

事業名：オガールプラザ整備事業

都市名／人口 岩手県紫波町／3.4万人（平成27年5月）

所在地 紫波中央駅前2丁目3-3

地方公共団体 紫波町

民間事業者 オガールプラザ株式会社

敷地面積 約5,640㎡

施設概要

■公共施設：情報交流センター
（延床面積1,252㎡）
図書館（同上 1,441㎡）

■民間施設：子育て支援センター
（同上 約496㎡）
商業テナント（医療、産直、飲食、
学習塾等）（同上1,849㎡）

事業費
■公共施設： 8.1億円（情報交流館買取額）
■民間施設：10.7億円

事業・ファイナン
ス面の特徴

【事業面】
■第三セクターが事業用定期借地権により町有
地を借り受け、公共施設及び民間施設を一
体整備

【ファイナンス面】
■MINTO機構「まち再生出資業務」の活用

【外観】

【スキーム図】

（出所）オガールプラザ資料及び紫波町資料等よりみずほ銀行作成
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不動産事業化に向けたポイント①：地域需要に合った用途・規模の設定
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地方都市不動産証券化 鑑定評価額の平均値

地方都市不動産証券化 鑑定評価額の最小値

東京都以外 不動産証券化実績

地方都市 不動産証券化実績

【前提】 ・一般財団法人日本不動産研究所において、依頼目的が不動産証券化である不動産鑑定評価等受託案件をもとに集計。不動産鑑定評価の価格時点が平成24年4月1日から平成27年3月31日を対象
【結果】 ・全体で7,308件の評価等実績。そのうち、再評価案件（新規取得案件）を除くと865件。さらに、Ｊリート・私募リートを除くと370件。

・全体370件のうち、53％が東京都に所在する物件。東京都以外の物件のうち、政令都市以外の都市は59件で34％を占める。全体370件に対しては16％がその他都市（地方都市）に所在する。

 地域での中長期的な事業継続のため、安定性と確実性の高い地域需要に合った用途・規模設定を行う必要
 地方都市の不動産証券化に基づく物件は、「物流施設」「住宅」「介護施設」「商業」「ホテル」等があり、用途別に規模が異なる

（出所）日本経済研究所日本不動産研究所不動産証券化協会「地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備について」よりみずほ銀行作成
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不動産事業化に向けたポイント②：施設の複合化、施設間のネットワーク化
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施設の
複合化
（例）

商業施設 ホテル 複合施設

施設間の
ﾈｯﾄﾜｰｸ化
（例）

ホテル

商業施設

施設A

施設C

施設B

施設D

施設A

施設C 施設D

施設B

地方都市においても、成熟した利用者ニーズを満たすため、単独建築物の場合は異なる種類の機能を有する
「施設の複合化」が、複数建築物の場合は「施設間のネットワーク化」がポイントに

建築物における機能集積を通じた都市機能の更新により、まちの活力を維持・発展させる事例も
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不動産事業化に向けたポイント③：公共施設ニーズの利活用
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施設整備にあたり、「公共施設との組み合わせ」（合築による複合化）や「公共施設とのネットワーク化」等を通じ、
公共施設ニーズを利活用した更なる人の流れを創出

典型的には、オガールプラザ・・・（公共施設）町営図書館、地域交流センター
（民間施設）「紫波マルシェ」、飲食店、学習塾、クリニック等

・フットボールセンター計画を基礎に、スポーツ施設利用者の後背地人口にも着目し、適切な需要をベー
スに事業を設計
・オガールプラザ整備の後、更なる連鎖開発（エネルギーステーション、オガールベース等）を推進

これまでの開発
必然的な人口増

＋
宅地開発・商業施設開発、等

これまでの開発
必然的な人口増

＋
宅地開発・商業施設開発、等

高齢化
ヘルスケア
ニーズ

公共施設
集約

学校施設等
を含む

公共交通
＋

観光ニーズ
対応

公共施設利用ニーズとの併設
＋限られた後背地人口等を念頭に置いた事業開発

高齢者利用人口 （集約された）
若年人口

観光人口

地方創生／まち・ひと・しごと
＋政策シナジー
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公的不動産（ＰＲＥ）に係る地方公共団体ニーズと金融機関等の役割
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・都市概要及び社会経済情勢の把握
・まちづくりマスタープランの策定
・「公共施設等総合管理計画」（ＰＲＥ等所有施設等の
現状把握、管理に関する基本方針）の策定
・ＰＲＥ利活用推進に向けた庁内体制の整備
（活用方針策定、委員会等組成・運営、民間提案制度策定・
運営、ﾛﾝｸﾞ・ｼｮｰﾄﾘｽﾄ整備等）

（個別検討）
・保有不動産の時価把握 等

金融機関等の役割・ソリューション
（例）

PRE関連コンサルティング／アドバイザリー

●計画／方針／ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等策定ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

●公民連携アドバイザリー

●不動産価格調査・時価査定

地方公共団体のＰＲＥ関連ニーズと
課題・検討項目（例）

施設整備

有効活用・収益化

○老朽化建物の建替え
○施設の新規整備 等

○低稼働資産の利用率改善
○余剰資産の収益化 等

○不要資産の処分
○代替物件の購入等

・市場調査
・基本構想、基本計画策定
・施設設計
・事業スキーム構築
・整備財源の確保
・事業者選定、工程管理等

・買主、購入物件探索
・スキーム検討・構築
・入札運営・実施

不動産仲介・財務アドバイザー 等

事業アドバイザー・財務アドバイザー等

●事業計画策定・事業手法検討アドバイザリー

（事業スキーム構築､事業収支検討、スケジュール策定等）

●市場調査・事業者選定支援

（選定方法検討、入札要項など）

●証券化・流動化等のスキーム組成

●優良買主の探索、物件情報紹介

●売却手法策定支援

●証券化・流動化等のスキーム組成

ＰＲＥ活用に向けた検討
ステップ（※）

Ⅰ. まちづくりの方向性
の整理

Ⅱ.情報の整理・一元化

Ⅲ.基本的な考え方の整理

Ⅳ.具体的なあり方検討

Ⅴ.個別事業内容検討

当初対応

●政策意見交換

（※）国土交通省「まちづくりのための
公的不動産（ＰＲＥ）有効活用
ガイドライン」 参照

資産処分・購入等

★金融機関等においてもPRE活用に対する
理解とノウハウの蓄積が必要
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